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花巻市内事業所の人材確保・定着に向けて アンケート調査 報告書 

子育て・介護と両立する市内事業所の拡大は 

花巻市定住人口（稼働人口・子育て世代人口増）の増加へ！ 

ワーク・ライフ・バランス  仕事も家庭も！ 
 

Ⅰ．調査の方法と対象の属性 

 岩手会社年鑑(岩手産業統計所発刊)登録事業所のうち、花巻市内の 568 社に対し、2019 年 7 月１日～11

月 30 日の期間、自記式郵送調査法で調査を行った（調査票は本報告書巻末に掲載）。回収票数及び有効回答

数は共に、93 事業所であった（回収率・有効回答率 16.20％）。回答事業所の属性は、社名記載のあったも

ののうち、製造業が 18社(19％)、建設業が 14社(15％)、卸売・小売業 12社(13％)、サービス業 11社(12％)、

医療・福祉 4社(4％)、その他(運輸通信、法人団体、石油、不動産、農林)が 7社(8％)、業種不明 4社(4％)、

無記名 23社(25％)であった。なお、自由意見欄に多くの意見が寄せられている。 

支援制度利用の具体的実態・支援制度拡充のために必要な企業助成・国や県に対する要望については、

さらに 9 月 2 日～30 日の間に行った「半構造化面接方式での聞き取り調査」を 14 事業所に実施した。 

Ⅱ．勤務軽減制度  

１． 子育て 
グラフ１ 過去 5年間で、子育てのための休暇制度等を利用した実績が有る事業所の割合 

 

36 社(39％)で (グラフ 1)。 

子育てのための休暇制度 

①産前産後の取得日数において 120日をはるかに超えた長期の

日数の回答が有った(表 1)。②育児休業制度の実績が無いとの回

答事業所が 19％であった。事業所によっては育児休業法の施行以

前から、産前産後休業の取得日数を 1 年近くまで延長することで、

経験を積んだ女性従業者の離職を防ぎ、中小企業にとっての貴重

な人材確保を図ってきていた事業所も見られた。育児休業制度の

利用実績も 29 社(81％)と多く、出産年齢に達するような若年女性を採用している事業所では、中小事業所で有

っても、産前産後休業からそのまま育児休業を

取得する従業者が、殆どであると推測された。 

  

なお、育児において母親を孤独にさせないた

めにも、父親が育児に対して当事者意識を持つ

機会としても、配偶者出産休暇制度の普及と利

用実績の向上が急務であることは確かである。 
 

グラフ 2 子育ての為の休暇制度等として具体的にどのような制度が利用されたか 
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表 1 「産前産後休業の利用実績あり」の

場合の取得日数 

今回の調査では、制度を利用した従業者の性別については調査していな

いが、配偶者出産休暇以外の諸制度における男性利用の実績や利用率につ

いても、今後調査していく必要が有る。また、質問紙の自由記述において、

花巻郵便局からは 2018 年 10 月から、配偶者出産休暇に代わり配偶者育児

休暇(最大 3 日、有給)制度となっているとの記載が有った。配偶者の出産

直後に拘わらず取得でき、かつ通常の育児休業と別制度とすることによ

り、男性の複数回の育児休業取得を防げない(通常の育児休業では、配偶者の出産後 8 週以内に男性が育児休業

を取得した場合のみ、育児休業分野による複数回取得が可能)、という制度で有ると考えられるが、あらためて制

度の詳細と効果を確認する必要がある。 

 

グラフ 3 育児休業の取得実績日数内訳 

 子が 3 歳に達するまで育児休業を取得した実績有りと質問

紙に記載した事業所も有るが、過半数の事業所において、育

児休業の期間は 1 年以内である。1 年を超すものについては

1 年 6 ヵ月以内が多い。今回の調査では取得者の性別は調べ

ていないが、聴き取り調査では女性従業者の大半が育児休業

を取得するが、男性の取得実績については無いという事業所

が見られた。 

男性の育休の取得が余り見られないのは、育児休業も育児

時間と同様、パパも取得できることが案外知られていないことが予測される。両親が子育てに参加・参画できる

ようになれば、少子化も些か改善されるかもしれない。 

 

２． 介護 

グラフ 4  介護の為の勤務軽減制度を利用した実績が有るか？     グラフ 5  具体的な制度の利用実績 

 

 

 

 

 

 

 

表 2  「介護休暇制度」の利用最大日数(単位：日)           表 3  「介護休業制度」の利用最大日数(単位：日) 

 

 

 

 

 

 

 

介護休業の制度上の取得可能期間は 90 日以上を回答している事業所が有ったものの、介護休暇の取得日数は

5 日～7 日程度に留まっている。また取得実績も約 8 割の事業所が「無し」と回答している。代替要員の確保が
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困難な中小事業所においては、時間単位あるいは半日での介護休暇利用が多いのではとも予想したが、例え、数

日であっても、「介護にかかわる諸用事を済ませるには、まとまった時間が必要」、と言うことの様である。但し、

介護休暇ではなく一般の時短勤務として対応している可能性もある。育児休業同様に、年次休暇を介護休暇目的

に用いる例も有ると考えられ、更なる調査が必要である。 

 

３．年次休暇 

グラフ 6  年次休暇制度の利用実績が有るか  年休の取得可能最長日数は 16 日～20 日と回答した事業所が、回

答事業所全体の 4 割を占めるにも拘わらず、実際の取得に当たって

の平均取得日数が 16 日～20 日である事業所は、回答事業所の 14％

を占めるに過ぎない。 

制度上で定められた取得可能期間をフルに活用できるよう、取得

率の向上や取得し易い環境づくりが求められよう。 

 

グラフ 7  年次休暇の連続取得日数                グラフ 8  1 年間に取得できる年次休暇の最長日数 

 

４．休職制度  

休職制度の利用実績の有る事業所が 28％であったことの背景には、休職制度と共に職場復帰支援のシステム

が整っているが故に、制度利用がし易いという面と、他に選択肢が無く、休職せざるを得ない状態になってい

る面との両面が考えられるため、一概に良し悪しを判断できない。また、休職制度は男女で利用に性差が出や

すい制度で有ることからも、次回以降、職場復帰支援のシステムがどのように整えられているかを、もう少し

調査する必要が有ると言えよう。 

  

Ⅲ.人材育成・研修  

グラフ 9 人材育成のための取り組み実績が有るか       グラフ 10  具体的にどのような取り組みが為されているか 
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人材育成の為の取り組み実績について具体的にどのような取り組みが為されているか、何らかの実績が有る

と回答した事業所は全体の 49％。半数近くの事業所で人材確保のための育成を行っていることが分かった。 

「人材育成」のための具体的な取り組みを見ると、8 割近くの事業所に研修制度が有る。研修制度のテーマや

内容については、「新人研修」だけでなく、必要に応じて「スキルアップ研修」を受けさせる事業所が多く、また、

「ヒアリング」や「面談制度」の利用実績も低くはない。事業所内に於いて、定期的にヒアリングや面談を行う

ことが、離職率の低下に繋がっていると思われる。 

 

Ⅳ．定年延長 

グラフ 11 定年延長制度を利用した従業者が居るか     グラフ 12 具体的にどのような制度利用実績が有るか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ 11 は、定年延長制度を利用した従業者が居るかという設問に、93 社のうち 70 社(75％)が「有る」と

回答。更に、その 70 社の事業所に、更に 3 つの選択肢を質問、グラフ 12 の結果となった。 

具体的に利用された制度では、再雇用制度も多く利用されている。勤務延長制度の利用実績があまり芳しくな

いことは、制度自体の周知がなされていないことが理由の一つかもしれない。 

定年年齢は、60 歳を規定している事業所は、4 割弱で、定年年齢の次のピークが 65 歳である。また、定年に

達した従業者の勤務延長年齢を調査したところ、定年に 5 年加筆した 65 歳と 70 歳が 28％、34％と二つの山を

形成していた。 

 

Ⅴ．解題 

―地方中小企業のワーク・ライフ・バランス研究の現在と本調査の意義― 

                         岩手大学人文社会科学部教授 海妻 径子 

本調査の意義 

 花巻市のような地方小都市における中小事業所において、第一に、女性従業者が育児時間を利用しつつ

出産後早期に復職するような職場と、１年前後の育児休業を取得する職場とが二極分化するのではないこ

とが明らかになった点である。第二に、介護休業や年次休暇においては、取得可能日数など制度上の権利

と実際に取得されている日数や消化率との乖離が大きいことが―これは大都市圏の大規模事業所などを対

象に含む他調査でも指摘されていることが―あらためて確認された点である。第三に、介護休業は、経営

者と休業取得申請者との間の距離が近く、介護する要介護家族も含めて一つの地域コミュニティの一員で

ある様な地方小都市の中小事業所の方が取得しやすい、ということになりそうであるが、本調査からはそ

のような楽観は許されないこととなったと言えよう。介護休業の取得率や取得日数の向上には、より踏み

込んだ調査や取り組みが必要で有ることが、浮き彫りとなった。 

 
編集：特定非営利活動法人 女性と子の未来 

若菜 多摩英・神田 永子・松本 真童那 

TEL・FAX 0198-41-3310 

https://jyoseitokonomirai.org/  
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